
訪日外国人の減少は何に影響しているの？
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　新型コロナウイルスの感染拡大に伴う入国制限によ
り、2020年（暦年）の訪日外客数は411万5,900人（前年
比▲87. 1％）と大幅に減少しました（図表１）。2021年に
入ってからも感染状況の悪化に伴い入国制限は一層強
化され、段階的に進んできた入国制限の緩和は振り出し
に戻る形となりました。

　訪日外国人の減少による影響の一つとして、インバウン
ド消費の減少が挙げられます。コロナ前の2019年には
3,188万人の外国人が日本を訪れ、訪日外国人旅行消費
額は4.8兆円に達していました。しかし、入国制限に伴う訪
日客の急激な減少によって、そのほとんどは消失すること
となりました（資料２）。
　ビジネスにも大きな影響が生じています。商用客につ
いては、14日間の待機や活動計画書の提出など、一定の
条件の下で入国を認める緩和措置が段階的に進んでい
ましたが、手続きの煩雑さやリモートでの商談の浸透等
を背景に、商用客の回復は極めて限定的なものに止まっ
ています。
　また、出入国在留管理庁が11月から公表している国際
的な人の往来再開に向けた入国者数をみると、入国者数
12万8,625人のうち、７割超が技能実習生と留学生で占
められており、高度専門職は199人、経営・管理は779人
に止まるなど、特にスキルの高い人材に戻りの弱さがみ
られます（統計上確認できる2020年11月1日から2021
年1月21日までの入国者数の合計）。
　緊急事態宣言の再発令に伴い、爆発的な感染拡大は避
けられたものの、依然として予断を許さない状況は続い
ており、現時点で大幅な入国緩和を進めることは困難で
す。今後ワクチンの普及等により感染状況の改善が見込
まれる中で、段階的な入国制限緩和への道筋を立てるこ
とは、経済活動正常化に向けた次の一手として重要な要
素となり、その動向が注目されます。

入国制限により前年比▲87.1％の大幅減

消費減少のみならず、高スキル人材の戻りの弱さも

資料1 訪日外客数の推移（暦年）

（出所） 日本政府観光局「訪日外客数」
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資料3 国際的な人の往来再開に向けた入国者数の推移
（2020年11月1日～2021年1月21日）

（出所） 出入国在留管理庁「国際的な人の往来再開に向けた段階的措置等による入国者数」
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資料2 訪日旅行消費額の推移

(出所) 日本政府観光局「訪日外客数」、内閣府「国民経済計算」
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